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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第３四半期連結
累計期間

第17期
第３四半期連結
会計期間

第16期

会計期間

自  平成20年
６月１日

至  平成21年
２月28日

自  平成20年
12月１日

至  平成21年
２月28日

自  平成19年
６月１日

至  平成20年
５月31日

売上高                     （千円） 657,733 94,514 1,724,498

経常損失(△)               （千円） △278,707 △116,821 △226,043

四半期（当期）純損失(△)   （千円） △189,802 △86,849 △169,271

純資産額                   （千円）     － 1,831,330 2,033,514

総資産額                   （千円） － 3,271,901 4,091,725

１株当たり純資産額           （円） － 30,478.99 33,423.43

１株当たり四半期（当期）

純損失金額(△)　　　　　　 　（円）
△3,137.07 △1,445.44 △2,782.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額           （円）
－ － －

自己資本比率                 （％） － 56.0 49.7

営業活動による

キャッシュ・フロー         （千円）
△258,669 － 109,107

投資活動による

キャッシュ・フロー         （千円）
△440,152 － △112,527

財務活動による

キャッシュ・フロー         （千円）
△394,968 － △42,543

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高       （千円）
－ 799,171 1,888,446

従業員数                     （人） － 36 77

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第16期及び第17期第３四半期連結累計(会計)期間は潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期(当期)純損

失を計上しているため、潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年２月28日現在

  従業員数（人） 36 (11)

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、アルバイト、契約社員を含む。）は、

当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

      ２．従業員数が当第３四半期連結会計期間において28人減少しましたのは、主に熊本事業所閉鎖に伴う従業員の

退職によるものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年２月28日現在

  従業員数（人） 32 (9)

（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、アルバイト、契約社員を含む。）は、

当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　　　２．従業員数が当第３四半期会計期間において26人減少しましたのは、主に熊本事業所閉鎖に伴う従業員の退職に

よるものであります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

 　 (1）生産実績

 当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間

(自 平成20年12月１日

　至 平成21年２月28日)

金額(千円)

電子部品検査装置事業

光源装置関連 77,514

画像検査装置関連 11,457

テスター装置関連 7,516

小計 96,487

セキュリティ関連事業 26
 合計 96,514

 （注）１．本表の金額は、販売金額によっております。

 　　　２．金額には、消費税等は含まれておりません。

 　　　３．生産実績には外注仕入実績を含んでおります。

(2）受注実績

 当第３四半期連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間

(自 平成20年12月１日

　至 平成21年２月28日)

受注高 受注残高

金額(千円) 金額(千円)

電子部品検査装置事業

光源装置関連 52,082 126,097

画像検査装置関連 ― 24,478

テスター装置関連 6,006 ―

小計 58,089 150,575

セキュリティ関連事業 35 47,600
 合計 58,125 198,175

　（注）金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間

(自 平成20年12月１日

　至 平成21年２月28日)

金額(千円)

電子部品検査装置事業

光源装置関連 75,514

画像検査装置関連 11,457

テスター装置関連 7,516

小計 94,487

セキュリティ関連事業 26
 合計 94,514

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下

のとおりであります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

相手先

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年12月１日
  至 平成21年２月28日)

金額（千円） 割合（％）

 パナソニック株式会社 25,144 26.6

 株式会社テラプローブ 19,600 20.7

 アムコ－岩手株式会社 13,000 13.8

 YOUNGTEK ELECTRONICS CORP 10,987 11.6
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２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間における当社グループの売上高は、94百万円となりました。主力製品であるＣＣ

Ｄ／Ｃ－ＭＯＳイメージャ向け検査装置への投資は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な景気

の悪化により、需要に力強さがなくなったことから、低調に推移いたしました。

売上総利益は15百万円となりました。販売費及び一般管理費は、人件費の削減をはじめコスト管理を徹底し、経

費削減に取り組んだことにより、136百万円となりました。以上により、営業損失121百万円の計上となりました。

当第３四半期連結会計期間においては、円高から円安への戻りにより為替差益７百万円が発生したこと等もあ

り、経常損失は116百万円となりました。

特別損益及び法人税等を加減した四半期純損失は、86百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

(電子部品検査装置事業)　

電子部品検査装置事業において、当社グループの主要取引先である半導体業界は、大幅な世界経済の後退を

受け、多くの企業が減収・減益となり、設備投資を控えております。このような状況の中、当社グループは新規

事業の開拓を進め、太陽電池パネルメーカー向けの検査装置の販売等を進めておりますが、主力製品である光

源装置に関しては、需要に力強さがなく低調に推移いたしました。

以上のような状況から、当セグメントの当第３四半期連結会計期間における外部顧客に対する売上高は94

百万円となりました。

 (セキュリティ関連事業)　

セキュリティ関連事業において、受託研究及び画像処理技術を用いたセキュリティ製品等の販売を行いま

したが、当セグメントの当第３四半期連結会計期間における外部顧客に対する売上高は小額に留まりました。

　

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ819百万円減少し、3,271百万円となりまし

た。流動資産は、前連結会計年度末に比べ979百万円減少し、2,117百万円となりました。これは主に現金及び預金の

減少等によるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ159百万円増加し、1,154百万円となりました。

これは主に投資有価証券の取得等によるものであります。　

当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ617百万円減少し、1,440百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ22百万円増加し、886百万円となりました。固定負債は、前連結会計年度末に

比べ640百万円減少し、554百万円となりました。これは主に社債の減少等によるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ202百万円減少し、1,831百万円となりまし

た。

(3）キャッシュ・フローの状況　

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計期間末に比べ293百万円減少

し、799百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)　

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは127百万円の支出となりました。こ

れは主に税金等調整前四半期純損失128百万円があったこと等によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)　

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは12百万円の支出となりました。これ

は主に有形固定資産の取得による支出10百万円があったこと等によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 　

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは157百万円の支出となりました。こ

れは主に長期借入金の返済による支出110百万円、社債の返還による支出40百万円があったこと等によるもので

す。
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(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課　

題はありません。

(5）研究開発活動　　　　

当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は５百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　　　　　　　　普通株式 254,000

計 254,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）

(平成21年２月28日)

提出日現在発行数（株）
(平成21年４月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 63,841 63,841
東京証券取引所

（マザーズ）
―

計 63,841 63,841 ― ―

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成21年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使

により発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

（旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づく新株予約権）

①株主総会の特別決議（平成16年８月26日）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の数（個） 118

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 118

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり159,000

新株予約権の行使期間
平成18年９月１日～

平成21年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　159,000

資本組入額　 79,500

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

②株主総会の特別決議（平成17年８月24日）

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の数（個） 99

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 99

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり219,000
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区分
第３四半期会計期間末現在
（平成21年２月28日）

新株予約権の行使期間
平成19年９月１日～

平成22年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　219,000

資本組入額　109,500

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により目的たる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い又は株式交換を行い完全親会社となる場合、当社

は必要となる株式数の調整を行う。

２．新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合が行われた場合には、次の算式により発行価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い又は株式交換を行い完全親会社となる場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は

適切に調節されるものとする。

３．権利行使の条件として以下の(1）から(3）までの条件を設けております。

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社もし

くは当社の子会社・関連会社の取締役・監査役もしくは従業員たる地位にあることを要する。ただ

し、対象者である取締役又は監査役が任期満了により退任した場合及び対象者である従業員が定年退

職した場合はこの限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。

(3) その他の権利行使の条件は、本株主総会決議および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成20年12月１日～
　

平成21年２月28日
― 63,841 ― 1,102,711 ― 1,033,711
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（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】　　　　　

　 平成21年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　3,756　　 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 　　60,085 60,085 ―

端株式 ― ― ―

発行済株式総数 63,841 ― ―

総株主の議決権 ― 60,085 ―

　（注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２株（議決権２個）含

まれております。

②【自己株式等】

　 平成21年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称
 

所有者の住所
 
 

自己名義所有
株式数（株）
 

他人名義所有
株式数（株）
 

所有株式数の
合計（株）
 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イン

ターアクション

 

神奈川県横浜市

金沢区福浦一丁

目１番地

3,756 　― 3,756 5.88

計 ― 3,756 　― 3,756 5.88

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

平成21年
１月

 
２月

最高（円） 35,450 30,400 26,600 30,700 23,800 19,500 16,380 18,000 21,780

最低（円） 27,000 22,700 17,100 21,650 15,700 14,500 9,980 12,230 11,310

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年12月１日から平

成21年２月28日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、公認会計士　中本優司氏及び公認会計士　丸亀哲也氏による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,127,323 1,944,820

受取手形及び売掛金 182,271 293,269

有価証券 24,128 30,564

製品 120,736 116,762

原材料 308,555 316,328

仕掛品 248,642 316,344

その他 106,074 78,695

流動資産合計 2,117,731 3,096,785

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 314,712

※1
 332,852

その他（純額） ※1
 269,942

※1
 309,913

有形固定資産合計 584,654 642,765

無形固定資産

その他 51,814 47,179

無形固定資産合計 51,814 47,179

投資その他の資産

その他 534,140 304,994

貸倒引当金 △16,440 －

投資その他の資産合計 517,699 304,994

固定資産合計 1,154,169 994,939

資産合計 3,271,901 4,091,725

負債の部

流動負債

買掛金 6,556 94,011

短期借入金 4,300 25,000

1年内償還予定の社債 380,000 80,000

1年内返済予定の長期借入金 414,551 434,812

未払法人税等 3,137 2,131

賞与引当金 8,827 －

製品保証引当金 8,337 23,076

その他 60,592 204,490

流動負債合計 886,302 863,522
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年５月31日)

固定負債

社債 170,000 550,000

長期借入金 378,604 638,082

退職給付引当金 5,614 6,556

その他 50 50

固定負債合計 554,268 1,194,688

負債合計 1,440,570 2,058,210

純資産の部

株主資本

資本金 1,102,711 1,102,711

資本剰余金 1,033,711 1,033,711

利益剰余金 147,889 337,691

自己株式 △448,798 △435,250

株主資本合計 1,835,515 2,038,865

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,184 △5,350

評価・換算差額等合計 △4,184 △5,350

純資産合計 1,831,330 2,033,514

負債純資産合計 3,271,901 4,091,725
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日
　至　平成21年２月28日)

売上高 657,733

売上原価 427,852

売上総利益 229,881

販売費及び一般管理費 ※1
 470,234

営業損失（△） △240,353

営業外収益

受取利息 4,120

受取配当金 0

固定資産賃貸料 9,889

その他 3,154

営業外収益合計 17,164

営業外費用

支払利息 19,488

為替差損 24,696

その他 11,333

営業外費用合計 55,518

経常損失（△） △278,707

特別利益

製品保証引当金戻入額 18,093

製造権譲渡益 30,437

特別利益合計 48,530

特別損失

固定資産除却損 3,003

たな卸資産評価損 8,832

退職特別加算金 18,851

投資有価証券売却損 1,048

投資有価証券評価損 4,434

特別損失合計 36,170

税金等調整前四半期純損失（△） △266,348

法人税、住民税及び事業税 3,366

法人税等調整額 △79,912

法人税等合計 △76,546

四半期純損失（△） △189,802
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年12月１日
　至　平成21年２月28日)

売上高 94,514

売上原価 79,243

売上総利益 15,270

販売費及び一般管理費 ※1
 136,788

営業損失（△） △121,517

営業外収益

受取利息 1,141

為替差益 7,935

固定資産賃貸料 3,031

その他 218

営業外収益合計 12,326

営業外費用

支払利息 5,913

その他 1,717

営業外費用合計 7,631

経常損失（△） △116,821

特別利益

製品保証引当金戻入額 7,574

その他 250

特別利益合計 7,825

特別損失

固定資産除却損 282

退職特別加算金 18,851

特別損失合計 19,133

税金等調整前四半期純損失（△） △128,130

法人税、住民税及び事業税 1,113

法人税等調整額 △42,394

法人税等合計 △41,280

四半期純損失（△） △86,849
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日
　至　平成21年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △266,348

減価償却費 83,609

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,440

退職給付引当金の増減額（△は減少） △942

受取利息及び受取配当金 △4,121

製品保証引当金の増減額（△は減少） △14,739

支払利息及び保証料 20,551

為替差損益（△は益） 20,701

有形固定資産除却損 3,003

たな卸資産評価損 13,010

投資有価証券評価損益（△は益） 4,434

売上債権の増減額（△は増加） 78,117

たな卸資産の増減額（△は増加） 58,791

仕入債務の増減額（△は減少） △87,455

その他 △162,262

小計 △237,208

利息及び配当金の受取額 2,792

利息及び保証料の支払額 △24,788

法人税等の還付額 534

営業活動によるキャッシュ・フロー △258,669

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △301,902

定期預金の払戻による収入 30,125

有形固定資産の取得による支出 △15,351

無形固定資産の取得による支出 △14,909

投資有価証券の取得による支出 △114,343

投資有価証券の売却による収入 1,613

敷金の差入による支出 △13,314

敷金の回収による収入 11,611

貸付けによる支出 △24,000

その他 318

投資活動によるキャッシュ・フロー △440,152

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100,000

短期借入金の返済による支出 △120,700

長期借入れによる収入 50,000

長期借入金の返済による支出 △329,739

社債の償還による支出 △80,000

自己株式の取得による支出 △13,548

配当金の支払額 △606

その他 △374

財務活動によるキャッシュ・フロー △394,968

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,515

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,089,274
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日
　至　平成21年２月28日)

現金及び現金同等物の期首残高 1,888,446

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 799,171
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成21年２月28日）

　会計処理基準に関する事項

の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

の変更

たな卸資産

 通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、製品・仕掛品につい

ては主として個別法による原価法、原材

料については月次総平均法による原価

法によっておりましたが、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号

平成18年７月５日）が適用されたこと

に伴い、それぞれ、製品・仕掛品につい

ては主として個別法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）、原材料に

ついては月次総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。

 これにより、当第３四半期連結累計期

間の営業利益及び経常利益は4,177千円、

税金等調整前四半期純利益は13,010千

円、それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

【簡便な会計処理】

　   該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日　
　　至　平成21年２月28日）

(有形固定資産の耐用年数の変更)

　平成20年度の法人税法の改正を契機に有形固

定資産の耐用年数を見直した結果、第１四半期

連結会計期間より機械及び装置の一部につい

て、耐用年数を変更しております。

　なお、この変更による損益への影響は軽微であ

ります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年２月28日）

前連結会計年度末
（平成20年５月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、 399,331千円で

あります。

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、331,568千円であ

ります。

　

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成21年２月28日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　　　　役員報酬　　　　　　　　      45,816千円

　給料手当　　　　　　　　　 　105,531千円

  貸倒引当金繰入額              16,440千円　

　製品保証引当金繰入額　　　   　7,777千円

　販売手数料                    15,870千円

　研究開発費　　　　　          24,496千円

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　　　　役員報酬　　　　　　　　　　　14,246千円

　給料手当　　　　　　　        26,008千円

  製品保証引当金繰入額　　　     2,565千円

　販売手数料                     1,589千円

　研究開発費　　　　　           5,804千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成21年２月28日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年2月28日現在）

　現金及び預金勘定
（千円） 

1,127,323

　預入期間が３ヶ月を

  超える定期預金
△328,151

　現金及び現金同等物 799,171
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年２月28日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　

平成21年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　63,841株

　

２．自己株式の種類及び株式数　

　　普通株式　　3,756株

　

３．新株予約権等に関する事項　

　該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項　

　該当事項はありません。

　

５．株主資本金額の著しい変動　

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日）

 
電子部品
検査装置事業
（千円）

セキュリティ
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
　（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 94,487 26 94,514 ― 94,514

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
― 553 553 (553) ―

計 94,487 579 95,067 (553) 94,514

営業利益（又は営業損失△） △9,259 △19,346 △28,605 (92,912) △121,517

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　平成21年２月28日）

 
電子部品
検査装置事業
（千円）

セキュリティ
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
　（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 610,112 47,620 657,733 ― 657,733

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,400 1,525 3,925 (3,925) ―

計 612,512 49,145 661,658 (3,925) 657,733

営業利益（又は営業損失△） 103,233 △39,559 63,674 (304,028) △240,353

　（注）１． 事業区分の方法

　　　　　 　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２． 各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品 

 電子部品検査装置事業  光源装置、画像検査装置、テスター装置

 セキュリティ関連事業  光応用センサー製品

  　　　３．会計処理の方法の変更   

　　　　　 （棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　　　　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（１）に記載のとおり、第１四　　　　　　　

　　　　　　半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年7月5日）を適

　　　　　　用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利　　　　

　　　　　　益は、電子部品検査装置事業で4,177千円減少しております。　　　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年12月１日　至 平成21年２月28日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成20年６月１日　至　平成21年２月28日 ）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年12月１日　至　平成21年２月28日）

 アジア 北米 欧州  計

Ⅰ　海外売上高（千円） 12,185 40 ― 12,226

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 94,514

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
12.9 0.0 ― 12.9

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　平成21年２月28日）
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 アジア 北米 欧州  計

Ⅰ　海外売上高（千円） 91,994 1,318 29,159 122,473

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 657,733

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
14.0 0.2 4.4 18.6

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　  (1) アジア・・・・・台湾、韓国、シンガポール、中国

　　(2) 北米・・・・・・アメリカ

　　(3) 欧州・・・・・・フランス

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動は認められませんので、記載を

省略しております。

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。　

（ストック・オプション等関係）

　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年２月28日）

前連結会計年度末
（平成20年５月31日）

１株当たり純資産額 30,478.99円 １株当たり純資産額 33,423.43円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成21年２月28日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △3,137.07円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額(△) △1,445.44円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成21年２月28日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失(△)(千円) △189,802 △86,849

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △189,802 △86,849

期中平均株式数（株） 60,503 60,085

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っております

が、前連結会計年度末と比べて、著しい変動が認められませんので、記載をしておりません。

２【その他】

（１）子会社の設立　

当社は、中国西安において主として太陽電池製造・検査装置の開発、委託生産及び販売を行うことを目的として、

子会社の設立について準備しておりましたが、平成21年３月30日付けの営業許可証を平成21年４月９日に受領いた

しましたので、平成21年４月10日開催の取締役会決議のおいて中国子会社の概要について開示することを決議いた

しました。　

会社の概要は以下のとおりであります。　

（１）商号　　　　　西安朝陽光伏科技有限公司　

（２）代表者　　　　董事長　木地英雄（当社代表取締役）

　　　　　　　　　　総経理　王清（当社事業推進室長）

（３）本店所在地　　中国陝西省西安市　

（４）設立年月日　　平成21年３月30日（営業許可日）　

（５）主な事業内容　太陽電池製造・検査装置の開発、委託生産及び販売　

（６）決算期　　　　12月31日　

（７）資本金　　　　登録資本金200百万円（当初払込予定金額40百万円）　

（８）当社との関係　当社全額出資による完全子会社　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成 21 年４月７日

株式会社インターアクション

取締役会　御中

 中本公認会計士事務所  

   公認会計士 中　 本　 優　 司　　印　

 丸亀公認会計士事務所  

   公認会計士 丸　 亀　 哲　 也　　印　

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社インターアク

ションの平成20年６月１日から平成21年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年12月１日から

平成21年２月28日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インターアクション及び連結子会社の平成21年２月28日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第1四半期連結会計期

間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

 

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

　　期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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